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概要 

 

・新型コロナウイルスの感染拡大による入国制限で、コロナ前の主要宿泊

客であったインバウンド（訪日外国人旅行客）が消滅し、民泊施設数は減

少が続いている。民泊の宿泊実績はコロナ前と比べて低く、特にコロナ前

にインバウンドが多かった東京都や大阪府は稼働が低い状況にある。し

かし、日本人に限ってみると、2021年 2月以降の宿泊者数は全国的には

コロナ前の 2019 年同期を上回って推移している。 

・事業廃止件数は新型コロナの感染拡大を契機に増加度合いが大きくなっ

た。収益獲得を主目的とする民泊施設では、事業廃止後、物件または事

業の売却のほか、引き続き所有等する場合には一般的な賃貸物件への

転用などが行われているものと考えられる。また、将来的に民泊に戻すこ

とを視野に入れている事業者の中には、ウィークリー、マンスリーマンショ

ンとして運用する事例がみられる。住宅宿泊事業法に基づく民泊の場合、

年間営業日数の制限があることから、マンスリーマンション等と併用させ

る“ハイブリッド”運用はコロナ前からみられており、民泊から転換しやす

い形態と言える。その他にも、コロナ関連施設として活用や特定のコンセ

プトを設定した滞在先として活用など、厳しい事業環境の中、新たな活路

を模索する動きがみられる。 

・コロナ前、民泊施設はインバウンドに人気を博していたものであり、足元

では日本人の利用が増加しているものの、インバウンドの本格的な回復

がなければ民泊の事業環境は厳しく民泊施設数の減少傾向は当面も続

く可能性が考えられる。しかし、インバウンド需要が回復した際には民泊

への外国人宿泊者が回復し、中長期的には民泊施設数が増え、市場拡

大していくものと思われる。 
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1. 民泊の形態と経緯 

インバウンドの増加による宿泊需給

のひっ迫や Airｂnb に代表される民泊

仲介事業者（プラットフォーマー）の参

入などを背景として、2015 年頃から民

泊1が注目を浴びるようになった。民泊

の事業形態としては主に、①旅館業法

上の営業許可を取得して宿泊事業を

営むもの、②国家戦略特別区域法に

基づく認定を受けて宿泊事業を営むも

の（以下、特区民泊という。）、③住宅

宿泊事業法に基づく届出を行って宿

泊事業を営むものがある。①は主に

「簡易宿所」の営業許可を取得した上

で事業を営んでおり2、②は 2013 年に

国家戦略特別区域法に基づく旅館業

法の特例として法制化された制度で、

東京都大田区や大阪府、大阪市など、

関連条例が制定されている一部地域

でのみ民泊運営が可能となっている。

③は 2017 年に成立、2018 年に施行さ

れた住宅宿泊事業法（いわゆる民泊新

法）に基づくものであり、法施行以前に

民泊を運営するには①または②の許

可等を取得する必要があったが、民泊

施設にとって旅館業法上の許可の取

得はハードルが高いことや特区民泊は

一部地域に限定されていることなどか

ら、これらの許可等を取得していない

民泊施設が相当数あったと言われて

おり、そうした施設への対応の必要性

等から法整備されたものである。 

 

2. 民泊市場の現況 

本章では、主に観光庁が公表する

統計を用いて、民泊施設の設置状況と

稼働状況について概観する。なお、取

得可能な統計データの制約上、本章

で取り上げるのは主に③住宅宿泊事

業法に基づく届出を行って宿泊事業

を営む民泊についてとなる。 

住宅宿泊事業法上の届出に基づく

民泊の届出件数は法施行以来増加が

続いているが、新型コロナの感染拡大

を契機に増加度合いが鈍化した。事

業廃止件数はコロナ前から増加してき

ていたが、新型コロナの感染拡大を契

機に増加度合いが大きくなった。この

結果、事業廃止件数が届出件数を上

回り、届出住宅数（＝届出件数－事業

廃止件数）は減少に転じた［図表 1］。

同様に特区民泊の認定居室数もコロ

ナ前は増加していたが、感染拡大を契

機に減少に転じた［図表 2］。 

住宅宿泊事業法において、住宅宿

泊事業者は届出住宅の宿泊日数等を

2 ヶ月毎に都道府県知事等に報告しな

ければならないこととされている。その

報告内容を観光庁が集計した結果に

よると、コロナ前の民泊の宿泊者数の

約７割は外国人であったが、新型コロ

ナの感染拡大に伴う入国制限でイン

バウンドが消滅し、宿泊者数はコロナ

前と比べて大幅に減少した［図表3、4］。 

観光庁が実施した住宅宿泊事業の

廃止理由調査によると、コロナ前の

2019 年 3 月と同 11 月時点の廃止理

由の最多は「旅館業または特区民泊

へ転用するため」であった3のに対して、 

  

 
1 民泊の定義に関して、観光庁が運営する民泊制度ポータルサイト「minppaku」によると、『「民泊」についての法令上の明確な定義はありませんが、住宅（戸

建住宅やマンションなどの共同住宅等）の全部又は一部を活用して、旅行者等に宿泊サービスを提供することを指して、「民泊」ということが一般的』とされ

ている。 
2 旅館業法に定められている営業種別は「旅館・ホテル営業」、「簡易宿所営業」、「下宿営業」の 3 種があり、旅館業法に基づく民泊施設では「簡易宿所営

業」の許可を取得しているものが多いと言われる。 
3 住宅宿泊事業法に基づく民泊の場合、年間提供日数 180 日以内（条例で実施期間の制限が可能）という営業日数の制限があるため、民泊としての稼働を

高めることを目的に他の形態に転用した事業者が一定程度存在した可能性が考えられる。 

［図表 1］ 住宅宿泊事業届出住宅数等の推移（全国） 
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図表 1、2 のデータ出所：観光庁「住宅宿泊事業法に基づく届出及び登録の状況一覧」 

［図表 2］ 特区民泊認定居室数の推移（全国） 
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コロナ下の 2020 年 11 月時点では「収

益が見込めないため」が急上昇し、最

多となった［図表 5］。2020 年 11 月時

点で廃止理由として「収益が見込めな

い」を挙げたもののうちの9割超が新型

コロナ関連であった［図表 6］。民泊需

要の大部分を占めていたインバウンド

が消滅したことで事業環境が大幅に悪

化し、事業廃止の増加につながったと

考えられる。 

新型コロナの感染拡大でインバウン

ドが消滅したことに伴い、民泊の宿泊

実績はコロナ前と比べて低位な状況が

続いている。しかし、1 回目の緊急事態

宣言が発令された 2020 年 4～5 月期

を底に、届出住宅あたりの宿泊日数と

宿泊者数、延べ宿泊者数は増加基調

にあり、特に 2021 年 6 月以降は増加

度合いが大きくなっている［図表 7］。ま

た、2021 年 2 月以降の日本人宿泊者

数は、コロナ前の 2019 年同期を上回

っている［図表 8］。新型コロナの影響

で国内移動に一定の制約がある状況

下でも、足元では日本人による民泊利

用が増加している。 

都道府県別に届出住宅あたりの延

べ宿泊者数をみると、コロナ前はイン 
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［図表 4］ 住宅宿泊事業における国籍別宿泊者数の推移 

［図表 5］ 住宅宿泊事業の廃止理由 

 

［図表 7］ 住宅宿泊事業の宿泊実績（届出住宅あたり） 

データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の廃止理由調査」 

データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の宿泊実績について」 

［図表 8］ 住宅宿泊事業における日本人宿泊者数の推移 

［図表 3］ 訪日外客数の推移 

データ出所：日本政府観光局（ＪＮＴＯ)「訪日外客統計」 

データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の宿泊実績について」 データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の宿泊実績について」 

データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の廃止理由調査」 
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バウンドの訪問が多かった東京都や大

阪府といった大都市圏4が上位にランク

インしていたが、コロナ下では下位に

沈んでいる5［図表 9］。東京都や大阪

府では、インバウンドの消滅の影響が

大きく、民泊施設の稼働の低下が特に

著しいことが示唆される。住宅宿泊事

業の事業廃止率6は大阪府が最も高く、

これまでの届出の半数超が事業廃止

している状況である。東京都も事業廃

止率が高く、事業環境が厳しいことが

見て取れる［図表 10］。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
4 観光庁「訪日外国人消費動向調査」によると、コロナ前の 2019 年の訪日外国人の訪問者数は多い順に、東京都（1,410.3万人）、大阪府（1,152.5 万人）、千

葉県（1,048.5 万人）、京都府（830.1万人）、奈良県（349.5 万人）であった。 
5 東京都は 2020年 2-3月期以降、16～40 位で推移しており、トップ 10に入っていない。大阪府は 2020年 2-3月期に第 38 位に急落し、同 6-7 月期と 8-9

月期は 47 位（最下位）。その後は 33～46 位で推移している。 
6 2022 年 2月 14 日時点の事業廃止件数（累計）を届出件数（累計）で除したもの 

［図表 10］ 住宅宿泊事業の事業廃止率と訪日外国人訪問者数（2019 年）の関係 

データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の宿泊実績について」、

同「訪日外国人消費動向調査」 
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［図表 9］ 都道府県別の住宅宿泊事業の届出住宅あたり延べ宿泊者数（上位 10 都道府県） 

データ出所：観光庁「住宅宿泊事業の宿泊実績について」 

単位：人泊

2019年

1 愛知県 83.0 東京都 88.6 愛知県 85.8 神奈川県 91.5 山梨県 68.5 愛知県 74.7

2 東京都 74.6 愛知県 84.3 神奈川県 84.6 石川県 87.2 愛知県 67.3 新潟県 63.4

3 北海道 64.1 静岡県 83.9 東京都 80.0 静岡県 86.9 京都府 64.6 北海道 57.5

4 兵庫県 63.0 石川県 78.1 大阪府 70.2 岐阜県 85.5 東京都 64.3 東京都 56.0

5 岐阜県 57.4 大阪府 71.2 北海道 68.7 愛知県 77.1 香川県 58.2 岐阜県 50.9

6 大阪府 56.6 京都府 67.0 佐賀県 64.5 山梨県 72.0 石川県 55.2 山梨県 43.7

7 千葉県 56.5 兵庫県 65.7 沖縄県 64.5 和歌山県 69.2 広島県 50.7 広島県 39.9

8 福岡県 55.8 香川県 65.1 香川県 57.3 千葉県 65.7 沖縄県 46.2 長野県 36.5

9 佐賀県 54.0 千葉県 63.2 石川県 56.3 沖縄県 65.7 福岡県 44.8 福岡県 35.0

10 山梨県 51.5 広島県 62.5 兵庫県 54.9 香川県 64.9 大阪府 44.7 兵庫県 34.3

2020年

1 新潟県 45.1 兵庫県 17.5 和歌山県 30.8 和歌山県 73.8 栃木県 35.5 兵庫県 38.6

2 岐阜県 37.2 山梨県 16.4 静岡県 28.8 静岡県 52.3 和歌山県 29.4 新潟県 31.3

3 愛知県 35.7 茨城県 15.5 鳥取県 20.2 群馬県 46.4 三重県 27.8 静岡県 21.5

4 三重県 33.6 千葉県 14.9 千葉県 19.6 三重県 44.9 静岡県 25.4 千葉県 21.3

5 兵庫県 32.5 和歌山県 14.6 三重県 18.8 岐阜県 40.3 千葉県 24.9 三重県 19.7

6 鹿児島県 31.3 静岡県 14.4 群馬県 17.6 千葉県 38.5 岐阜県 24.2 神奈川県 19.4

7 北海道 31.1 栃木県 11.3 茨城県 16.6 兵庫県 32.5 鳥取県 24.2 栃木県 18.4

8 宮崎県 31.0 高知県 11.0 岐阜県 16.4 福井県 32.2 福井県 22.9 愛知県 18.4

9 福岡県 30.6 岡山県 10.8 岡山県 16.2 鳥取県 31.3 群馬県 22.9 岐阜県 17.9

10 静岡県 29.5 鳥取県 10.4 兵庫県 15.0 宮崎県 29.6 兵庫県 22.3 茨城県 17.7

2021年

1 新潟県 36.6 千葉県 24.3 千葉県 34.2 和歌山県 60.5 栃木県 44.4

2 静岡県 31.3 静岡県 24.1 和歌山県 33.5 静岡県 52.5 兵庫県 31.7

3 三重県 31.1 兵庫県 24.0 静岡県 33.4 群馬県 46.3 三重県 29.6

4 和歌山県 29.0 神奈川県 22.9 栃木県 31.2 栃木県 46.2 群馬県 28.7

5 兵庫県 25.0 宮崎県 21.5 神奈川県 28.5 千葉県 46.1 熊本県 25.8

6 岐阜県 24.4 和歌山県 21.0 群馬県 27.1 岐阜県 45.6 千葉県 25.6

7 千葉県 24.2 栃木県 20.1 兵庫県 27.1 三重県 43.0 宮崎県 25.6

8 大分県 23.3 群馬県 19.7 鳥取県 23.7 兵庫県 42.8 福井県 24.6

9 愛知県 22.9 三重県 18.7 三重県 23.4 福井県 40.5 石川県 24.3

10 愛媛県 19.3 香川県 18.7 茨城県 22.2 茨城県 40.2 愛知県 24.3

2-3月 4-5月 6-7月 8-9月 10-11月

2-3月 4-5月 6-7月 8-9月 10-11月 12-翌1月

2-3月 4-5月 6-7月 8-9月 10-11月 12-翌1月
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3. コロナ下の民泊施設の新た

な取組み 

新型コロナの感染拡大によって民泊

の事業環境は大きく変化した。 

住宅宿泊事業法に基づく民泊は、

家主の居住有無別に、「家主居住型」

と「家主不在型」とに分類される。前者

の典型例として、宿泊者との交流を主

目的に自宅等で民泊を営むものが挙

げられるが、感染対策として人との接

触を避けることが社会的に求められて

いるコロナ下では、かかる交流形態の

運営は減少しているものと推測される。

他方、後者は、宿泊サービスを提供し

た対価を得る収益事業として運営され

ている側面が強く、旅館業法に基づく

民泊や特区民泊の施設の多くもこれと

同様の位置づけとみられる。これらの

収益目的の民泊は宿泊需要の減少に

よって収益性が悪化していると考えら

れる。 

入国制限でインバウンド需要が見込

めない状況下、宿泊事業を継続する

民泊施設にとっての主要顧客は日本

人となっている［図表 4］。国内では三

密回避などの感染対策が求められる

状況下、リゾート地を中心に一軒家の

民泊施設には高稼働を確保している

物件があると言われている。コロナ下

では感染を避ける旅行としてアウトドア

人気が高まり、キャンプやグランピング7

が話題となっている。リゾート地の一軒

家民泊の人気の背景はこれと類似して

いると考えられる。 

しかし、前述のとおり事業廃止件数

は増加しており、民泊施設の多くはイ

 
7 グランピングとは、「グラマラス(Glamorous)」と「キャンピング(Camping)」を掛け合わせた造語で、ホテル並みの設備やサービスを利用しながら、自然の中で

快適に過ごすキャンプのこと 

ンバウンドの消滅によって厳しい事業

環境下にある。家主居住型の典型例

である自宅等を民泊施設にして宿泊

者との交流目的とする民泊施設では、

事業廃止後、引き続き自宅等として使

用している、すなわち単に民泊事業を

廃止したのみで、施設は本来用途の

自らの居住用等として継続使用されて

いるものが多数と推測される。 

他方、収益獲得を主目的とする民泊

施設では、事業廃止後、物件または事

業の売却や、賃貸物件で民泊を営ん

でいた場合には賃貸借契約の解約の

ほか、引き続き所有等する場合には一

般的な賃貸物件への転用などが行わ

れているものと考えられる。コロナショッ

ク後には M＆A 仲介サイトにおいて民

泊事業が低廉な価格で売却に出され

る事例が目立つようになったとの報道

や、コロナ前には特区民泊を活用した

一棟民泊マンションの開発等が行われ

ていたが、かかるマンションが売却され

る事例がみられた。また、賃貸物件へ

の転用に関連して特に民泊施設が多

い大阪市では民泊物件の賃貸住宅へ

の転用が賃料の下押し要因の一つと

なっているとの報道があった。 

以下では、新たな活路を模索するコ

ロナ下の民泊施設の取組み、主に用

途やターゲット顧客の転換等の動向に

ついて考察する。なお、取り上げるの

は、収益獲得を主目的としている、また

は、していると推測される民泊施設の

事例である。 

 

 

(1)ウィークリー、マンスリーマンション

等に転用 

宿泊需要が落ち込み、家具付きの

ウィークリー、マンスリーマンションとい

った短期賃貸住宅に転用した事例が

みられる。住宅宿泊事業法に基づく民

泊の場合、年間営業日数の制限があ

ることから、マンスリーマンション等と併

用させる“ハイブリッド”運用はコロナ前

からみられており、民泊から転換しや

すい形態と言える。新型コロナにより民

泊を取りやめ、ウィークリー、マンスリー

マンションに注力している事例が多い。

なお、需要が回復した際には再び民

泊に戻すことを視野に入れている事業

者もいる。 

(2)コロナ関連施設として活用 

■隔離施設 

新型コロナの感染拡大以降、病床

がひっ迫する状況下で主に軽症患者

の療養施設や、帰国者の隔離先として

ホテルが活用されるようになった。民泊

施設でも軽症者や帰国者の隔離先、

自主隔離の滞在施設として民泊施設

を提供している事業者が複数みられる。

観光需要が落ち込む中、新型コロナの

隔離先ニーズの高まりを受けて既存施

設を転用したものである。 

■PCR 検査センター 

コロナ下で高まったニーズを捕捉す

る取組事例として隔離施設のほかに

PCR 検査センターに転用された物件も

ある。株式会社グリーン・シップは、所

有する東京・押上の民泊施設「ホテル

下町東京プレイス」に、無料 PCR 検査
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ができる「押上検査センター」を 2022

年 2 月にオープンさせた。本ホテルは

2020 年夏頃オープンで進めていたも

のの、新型コロナの感染拡大でインバ

ウンド需要が見込めないため、民泊施

設として活用方法を検討していたとこ

ろ、東京都による「PCR 等検査無料化

事業」の募集が開始され、自衛隊等の

PCR 検査で実績のある企業と協力して

検査センターとして運用することを決

定した。 

(3)特定のコンセプトを設定した滞在先

として活用 

インバウンドの需要が見込めず、主

要利用者が日本人である状況下、特

定のコンセプトを設定し、宿泊旅行以

外の滞在ニーズを喚起、または民泊施

設の利用を訴求しようとする動きがみら

れる。以下、主な事例を紹介する。 

■同棲の試用 

結婚前の試用などとして同棲生活を

行うプランを設ける事例が散見されるよ

うになった。中には、敷金、礼金といっ

た初期費用や保証人を不要とするなど

して、同棲のハードルを下げるサービ

スが設けられている物件もある。民泊

施設は家具や家電、寝具、食器等が

備わった物件が多く、利用者に対して

気軽に同棲を開始できる環境にある点

を訴求できるほか、民泊事業者にとっ

ては投資費用をほぼかけずに転用で

きることから、かかるプランが登場した

ものと推測される。実質的にはウィーク

リー、マンスリーマンションへの転用と

看做せるが、特定層にターゲットを絞

った営業が行われている。 

■テレワーク 

コロナ下では感染対策の一環として

テレワーク利用の拡大が進んだ。その

一方で、自宅スペースや家族構成など

の点から在宅勤務が難しいワーカーの

存在が顕在化し、シェアオフィス等を

活用する動きが強まった。こうした中、

テレワークプランを設定する民泊施設

が出てきた。民泊施設はインバウンド

向けに Wi-Fi 環境を整備している物件

が多く、利用者がノート PC を持ち込め

ば勤務可能となる。民泊施設と同様に

稼働が大きく落ち込んだホテルでもテ

レワークプランを設ける物件が多くみら

れるようなり、収益減少の補完を主目

的に宿泊施設を転用しているという点

で同種の取組みと言える。 

■体験型生活習慣改善サービス 

株式会社穴吹ハウジングサービスは

2021 年 3 月から、サービスアパートメン

トや民泊施設を活用した「体験型生活

習慣改善サービス」提供に向けた実証

実験を開始した。サービスアパートメン

トや民泊施設において、食事や運動、

睡眠などをセンシングし、その状態を

医師などの専門家のアドバイスとともに

フィードバックすることで、実体験にもと

づいた生活習慣の改善を促すサービ

スの提供を計画しており、今回の実証

実験はグループ従業員を対象に実施

された。 

(4)旅館業への転換 

たとえば、事業再構築補助金を活

用して、住宅宿泊事業法に基づく民泊

から旅館業法に基づく宿泊施設への

転換を図る事例がある。住宅宿泊事業

では年間180日を上限とする営業日数

の制限により収益性に限界があるため、

建築基準法および消防法に適合させ

る改修工事を実施し、営業日数制限

の無い旅館業法上の営業許可を取得

して収益性を向上させるほか、相部屋

中心から個室中心の客室構成にする

ことでプライベート性が高く感染リスク

の低い客室を求めるファミリー層やビ

ジネス層といった新たな顧客を取り込

むことを企図したものである。 

 

4. 民泊の今後 

斉藤国土交通大臣は 3 月 15 日の

記者会見で『現在、一部の県で「県民

割り」が行われています。その県民割り

を、例えばブロックに拡大するというよ

うなステップを踏んで、全国での Go To 

トラベル再開という順序になっていくと

思う』と述べた。具体的な再開時期は

本稿執筆時点では確認できないが、

2020 年に開始された当初の Go To ト

ラベル事業では一定の要件を満たせ

ば民泊施設も対象となっており、今後

再開される事業でも対象となれば、現

在の主要顧客である日本人の利用が

更に拡大するものと思われる。 

しかし、コロナ前、民泊施設はインバ

ウンドに人気を博していたものであり、

インバウンドの本格的な回復がない限

り事業環境は厳しく、民泊施設数の減

少傾向は当面も続く可能性が考えられ

る。他方、将来的に入国制限が緩和、

そして撤廃された際には、外国人宿泊

者が回復し、中長期的には民泊施設

数が増え、市場拡大していくものと思

われる。 
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